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トップハイエンド層をターゲットに

ウリ・ヤドの高付加価値化
・ブランド化

高付加価値旅行者誘致の意義について

目指すべきゴール

これまで我が国が誘致しきれていないハイエンド層以上の高付加価値旅行者（例えば、着地消費額300万円以上／人と定義）を開拓すること
により、
・ 旺盛な旅行消費を通じ、地域の観光産業の成長のみならず、多様な産業にも経済波及し、地域経済が活性化する。
・ 旺盛な知的好奇心を伴う文化消費を通じ、地域の伝統、文化、歴史等が支えられ、地域の価値が後世に引き継がれる。

⇒  「高付加価値旅行者」＝ 地域の伝統、文化等の体験を通じた地域経済の活性化、文化・伝統の未来への継承という観光の本質を体現し
てくれる人々

高付加価値旅行者誘致の意義

地域産業全体への経済波及の拡大・域内生産額の向上

文化、伝統、自然等の地域の価値を未来に継承

入込客数／滞在日数／来訪頻度（関係人口数）

「地域ファン」の創出・拡大
域内資源のフル活用と経済波及の拡大

宿
泊
単
価
／
域
内
消
費

シャワー効果

着地消費額
300万円以上

着地消費額
100万円以上

重点施策
ターゲット

トップハイエンド層

政策
ターゲット

「地域ファン」の創出・拡大など量的な拡大にも貢献

シャワー効果による幅広い階層への波及
(各階層への提供価値の向上、地域のブランド力の向上)

高付加価値なインバウンド観光地づくり

（ブランドに準じた）
各階層への価値提供

○政策のターゲットとしては、着地消費額100万円以上／人の高付加価値旅
行者層を取り込むことを目的とする。

○このためには、ハイエンド層（例えば、着地消費額300万円以上／人）の
来訪を促すことによる波及効果を生み出すことが重要であり、ヤド、ウリ、ヒ
ト、コネの４分野で施策を講じていく。

○特に、地域との結びつきが強いヤド、ウリについては、トップハイエンド層を意
識した施策を講じていくことが重要であり、国として重点的に支援すべきモデ
ル観光地を10か所程度選定のうえ、上記4分野の支援を重点的に実施し
ていく。
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＜ウリ＞の課題と施策の方向性（１／２）

○高付加価値旅行者の滞在満足を満たす滞在価値（ブランド）を確立することにより、そのシャワー効果
を生かした地域ファンの創出・拡大等を通じ、地域経済波及を拡大しつつ域内生産額の向上につながる
ようにすべき。

○文化、伝統、自然等の地域資源を誇りあるものとして未来に継承できるよう、その価値と持続可能性を
高めることに留意すべき。

課題 施策の方向性

１．コアバリュー（滞在価
値（ブランド）を牽引す
る世界的価値）の創造

＜散見される課題＞
 マーケットイン目線や高付加価値旅

行者層理解の欠如(地域が思う価
値の押し売り)

 観光地のコンセプトが、当該地域固
有の自然、文化、歴史等に根差し
ていない。精神性の高い商材やコン
テンツと十分に連携していない。

 地域固有の商材・コンテンツはあるも
のの、世界的評価を確立するには
至っていない（例えば、アート、伝統
工芸品、服飾、酒、ワイン、食・素
材など）

① 既存の高付加価値旅行者の来訪動機、観光行動、属性等のクラスタ分析を通
した、潜在価値の掘り起こし（階層別顧客関心の把握、マーケットインの徹底）

⇒ 専門性のある人材の派遣支援、諸外国の事例を含む優れたノウハウ共有などをしてはどうか。

② コアバリューとなる可能性の高い地域商材、自然、文化・芸術等の地域資源の世
界的評価を高める

⇒ 国際市場や海外アンバサダー、流通チャンネルづくり（関係省庁等と連携）などをしてはどうか。
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＜ウリ＞の課題と施策の方向性（２／２）

3

課題 施策の方向性

２．コアバリューを生かし
た持続可能な地域の経営体
制や機能の確保

＜散見される課題＞
 どういう層を主たるターゲットと

し、どういう価値体験を提供する
のか、明確化されていない。

 地域の経営に関する問題意識や役
割分担について、地域の広範なス
テークホルダーと共有・整理され
ていない。

 事業計画を企画・実施できる主体
がなく、事業資金や人的リソース
が不足。

 希少性の高い高付加価値体験の造
成が不十分。クオリティの確保さ
れた信頼できる送客先が十分整備
されていない。

① マスタープランの策定（ビジョン、滞在地の価値や顧客対象の設定・明確化）、
地域の広範なステークホルダーとの共有（自治体、地域金融、地場産業、観光交
通事業者などとの役割分担等の具体化）

⇒ 専門性のある人材派遣支援、諸外国の事例を含む優れたノウハウ共有などをしてはどうか。

② マスタープランに基づく具体的な事業計画の策定とその遂行に必要な体制の構築
⇒ 専門性のある人材派遣等による計画立案支援、計画を実行する人材確保のための資金の確保へ

の支援などをしてはどうか。

③ 事業実施のために必要な資金の確保
⇒ 資本性資金の供給や融資リスクの軽減への支援などをしてはどうか。

④ コンテンツやマチ滞在環境の造成と、それらのクオリティコントロールの実施
⇒ 専門性のある人材の派遣支援、諸外国の事例を含む優れたノウハウ共有などをしてはどうか。

⑤ ヤド等における、地域資源（食材や食文化、食器、工芸品、木材など）の高付加
価値活用

⇒ 例えば、現地調達率に応じた支援など、関係省庁と連携して取組みを進めてはどうか。



課題 施策の方向性

トラベルデザイナー等

• 高付加価値な観光地づくりや、送客に必
要な知見・人的ネットワークを有するトラ
ベルデザイナー等と地域との連携が不足

• トラベルデザイナー等の担い手が不足

○トラベルデザイナー等を地域に派遣し、地域に精通した人材を育成するとともに、高付加
価値な観光地づくりや地域への送客にトラベルデザイナー等の知見や人的ネットワーク
を活用してはどうか

〇トラベルデザイナー等に通じる知見やノウハウ等を有する他業種人材（トラベルデザイナー
等の担い手となる人材）の活用にも取り組んではどうか。

○トラベルデザイナー等の担い手となる人材に対して、海外の専門教育機関等も活用し、世
界の高付加価値旅行市場に関する専門的知識やノウハウの習得を図ってはどうか

ガイド

• 高付加価値旅行者の満足度を向上させ
る優れたガイドが不足

○高付加価値旅行者対応に求められるガイドの知識やスキル等を向上させるための研修
を強化するとともに、高付加価値ガイドに係る新たな認定の枠組みを創設してはどうか

○特定の地域や観光資源のガイドに特化した地域ガイド、スペシャリストガイドの担い手確
保に向けて、地域の専門人材等の活用の促進を図ってはどうか

○ガイドに関する情報検索サービスについて、ガイドの得意分野や実績等の情報を追加し
利便性を高め、旅行会社等による利用を促進してはどうか

ホスピタリティ人材

• 高付加価値旅行者のニーズを満たせる
質の高い人材が不足

○地域のホスピタリティ人材の質向上に向けて、都市部の高付加価値宿泊施設等から地
方部へのスタッフ派遣、海外の専門教育機関・ホテル等の研修実施を支援してはどうか

○モデル観光地への支援に際して、従業員の待遇改善に関する取組を評価する仕組みを
検討してはどうか

＜ヒト＞の課題と施策の方向性

○高付加価値な観光地の形成には、高付加価値旅行者を地域に送客する人材（トラベルデザイナー、コンシェルジュ等。 以下、「トラベ
ルデザイナー等」）やガイド、受け入れる地域のホスピタリティ人材が量的・質的に確保されることが必要。

○トラベルデザイナー等やそれに通じる知見・ノウハウを有する幅広い人材の活用や地域との連携を図ることが必要。

○ガイドについては、行程全体をガイドする全国単位の「高付加価値ガイド」と、特定の地域や観光資源のガイドに特化した「地域ガイド」、
「スペシャリストガイド」のそれぞれについて、いずれの人材も量的・質的に不十分であり、担い手確保と質の向上に向けた取組が必要。

○ホスピタリティ人材については、高付加価値旅行者のニーズを満たせる人材が不足しており、質の向上に向けた取組が必要。
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○ 高付加価値旅行者の誘致に当たっては、世界的な高付加価値旅行コンソーシアムなどの有力なネットワークを通じ
たアプローチの強化が必要。

○ 現在は、国内に関係者が点在し、個々にセールスを行っており、効果的な仕組みになっているとは言えない状況。

○ 日本政府観光局（JNTO）がハブとなり、訪日高付加価値旅行市場の拡大に向け、国内関係者のネットワーク
化を促進し、強固なセールス体制を構築することが必要。

課題 施策の方向性

○ 高付加価値旅行者の多様な需要に柔軟に応
えられる観光メニュー・サービスの発掘、一元的
な把握が不十分。

○ JNTO本部に専門組織を設置し、サプライヤーが提供する高付加価値旅行
者向けの観光メニュー・サービスの収集・蓄積に取り組んではどうか。

○ 旅行手配を行うトラベルデザイナーやサプライヤー
等の国内の関係者が点在し、連携が不足。業
界全体の推進力が不在。

○ JNTO本部に専門組織を設置し、国内関係者を巻き込む新たな枠組みを構
築することで、JNTOが国内のトラベルデザイナーやサプライヤー等とのネット
ワークを形成してはどうか。

○ 高付加価値旅行を取り扱う海外旅行会社等へ
の積極的なセールスや手厚い情報提供ができる
体制・専門人材が不足。

○ JNTO海外事務所に専門職員を配置し、海外旅行会社との代表窓口として、
国内関係者とのマッチングや個別コンサルティングを強化してはどうか。

○ コンソーシアムとの協定の締結や加盟旅行会社への積極的なセールス活動
等、海外セールスの強化に取り組んではどうか。

○ 旅行者の認知・興味関心の喚起のみならず予
約購入へつながるピンポイントな情報発信、ター
ゲットに応じたアプローチが不足。

○ デジタル広告の配信結果分析を活用し、「比較・検討」、「予約・購入」につな
がるより深い情報の発信を実施してはどうか。

○ 高付加価値旅行者が参加するイベントや会員組織との共同イベント等、旅行
者への多様かつ直接的なアプローチを強化してはどうか。

＜コネ＞の課題と施策の方向性
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＜コネ＞の課題と施策の方向性 取組イメージ

トラベルデザイナー

等

サービス内容の
収集・蓄積セールスの強化

情報発信の強化

②

①

④

③高付加価値
旅行者

海外 日本

コンソーシアム

旅行
会社

国内関係者の
ネットワーク化

サプライヤー

交通関係
事業者

宿泊施設

DMO
アクティビティ
事業者

連携先

金融機関

社交クラブ

イベント・
文化施設

BtoBtoC

BtoC

旅行
会社

本部海外事務所
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